
桜井市告示第 132 号 

桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱を次のように定める。 

令和 6 年 4 月 1 日 

桜井市長 松 井 正 剛   

桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、婚姻に伴い桜井市へ移住し新生活を始める新婚世

帯に対し、経済的支援及び少子化対策を目的とする桜井市結婚新生活

支援補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付す

ることについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1) 申請年度 補助金の交付を申請する日の属する年度をいう。 

(2) 新婚世帯 申請年度の前年度の 1 月 1 日から申請年度の末日ま

でにおいて婚姻の届出が受理され、当該婚姻を継続している夫婦を

いう。 

(3) 住居費 申請年度の間に、婚姻を機に、本市内の住宅を取得、リ

フォーム工事又は賃借する際に要した費用（住宅を賃借する際に勤

務先から住宅手当その他これに類する手当が支給されている場合は、

当該手当額を差し引いた費用）をいう。 

(4) 引越費用 申請年度の間に、婚姻を機に、引越しする際に要した

費用をいう。 

（補助対象世帯） 

第 3 条 補助金の交付対象となる新婚世帯は、次の各号に掲げる要件を

全て満たす世帯とする。 

(1) 婚姻の届出の受理日における新婚世帯の年齢がいずれも 39 歳以

下であること。 

(2) 補助金を申請する日（以下「申請日」という。）における新婚世

帯の住民基本台帳（住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）に基



づく住民基本台帳をいう。以下同じ。）に記録された住所が、新住宅

の住所と同一であること。 

(3) 本市における居住が転勤、就学等に伴う一時的な居住でないこと。 

(4) 新婚世帯の双方又は一方が奈良県外からの定住を目的として新

住宅に居住することに伴い転入をする者で、当該転入日から遡って

1 年以内に奈良県内の住民基本台帳に記録されたことがないもので

あること。 

(5) 新婚世帯の双方が本市に申請日から起算して 5 年以上居住する

意思があること。 

(6) 新婚世帯の双方が日本国籍又は永住者若しくは特別永住者のい

ずれかの在留資格を有していること。 

(7) 新婚世帯の所得（所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 2 条第 1

項第 30 号の合計所得金額であって、当該年度（市長が特別な事情が

あると認めた場合は前年度）の初日の属する年の前年分の所得をい

う。以下同じ。）を合算した金額が 500 万円未満であること。この場

合において、貸与型奨学金（公的団体又は民間団体から学生の修学

又は生活のために貸与された資金をいう。以下同じ。）の返済がある

場合は、当該所得から当該貸与型奨学金の年間返済額を控除した額

が 500 万円未満であること。 

(8) 新婚世帯の双方が住民税（申請日において本市又は転入前の市区

町村により賦課されている市区町村民税をいう。以下同じ。）を滞納

していないこと。 

(9) 新婚世帯の双方が生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定

による保護を受けている者でないこと。 

(10) 新婚世帯の双方が暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員でな

いこと。 

(11) 新婚世帯の双方が桜井市移住支援金交付要綱（令和元年 9 月桜

井市告示第 166 号）及びこの要綱に基づく補助金の交付を受けたこ

とがないこと。 



（補助対象経費等） 

第 4 条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び

補助対象外経費は、別表に掲げるとおりとする。 

2 補助対象経費は、申請日までに支出した経費とする。この場合におい

て、婚姻日から遡って 1 年以内に契約を締結した住宅の取得又はリフ

ォーム工事に係る経費については、申請年度内で支出した経費に限り、

補助対象経費とする。 

（補助金の額） 

第 5 条 補助金の額は、補助対象経費を合計した額（1,000 円未満の端

数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、次の各号に掲げる場合

に応じ、それぞれ当該各号に定める額を限度とする。 

(1) 新婚世帯双方の婚姻日における年齢が 29 歳以下の場合 60 万円 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 30 万円 

（補助金の交付申請） 

第 6 条 補助金の交付を申請しようとする新婚世帯（以下「申請者」と

いう。）は、桜井市結婚新生活支援補助金交付申請書（第 1 号様式）に

次に掲げる書類を添付して、申請年度内に、市長に提出しなければな

らない。 

(1) 新婚世帯が居住する新住宅に係る住民票の写し 

(2) 婚姻届受理証明書又は婚姻後の戸籍謄本 

(3) 第 3 条第 4 号の要件が証明できる書類の写し 

(4) 第 3 条第 7 号の所得が証明できる所得証明書の写し 

(5) 申請者の本人確認書類の写し 

(6) 誓約書（第 2 号様式） 

(7) 同意書（第 3 号様式） 

(8) 住民税の滞納がないことを証明する書類 

(9) 住居費及び引越費用の領収書その他の支払を確認することがで

きる書類の写し 

(10) 物件の売買契約書又は工事請負契約書の写し（住宅を取得した

場合に限る。） 



(11) 工事請負契約書又は請書の写し（住宅をリフォームした場合に

限る。） 

(12) 物件の賃貸借契約書の写し（住宅を賃借した場合に限る。） 

(13) 住宅手当支給証明書（第 4 号様式。勤務先から住宅手当が支給

されている場合に限る。） 

(14) 貸与型奨学金の年間返済額が分かる書類の写し（貸与型奨学金

の返済を現に行っている場合に限る。） 

(15) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第 7 条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、当該内容を

審査し、適当と認めたときは、桜井市結婚新生活支援補助金交付決定

通知書（第 5 号様式）により、不適当と認めたときは、桜井市結婚新

生活支援補助金不交付決定通知書（第 6 号様式）により、申請者に通

知するものとする。 

（変更又は中止） 

第 8 条 補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助決定者」という。）

は、申請内容の変更又は中止をしようとするときは、速やかに桜井市

結婚新生活支援補助金交付（変更・中止）承認申請書（第 7 号様式）

に第 6 条各号に掲げる書類を添付して、市長に提出し、承認を受けな

ければならない。 

2 市長は、前項の申請を受理したときは、当該内容を審査し、承認した

ときは、桜井市結婚新生活支援補助金交付（変更・中止）承認決定通

知書（第 8 号様式）により、不承認としたときは、桜井市結婚新生活

支援補助金交付（変更・中止）不承認決定通知書（第 9 号様式）によ

り補助決定者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第 9 条 補助決定者は、前 2 条の規定により補助金の交付決定又は交付

変更承認決定をうけたときは、桜井市結婚新生活支援補助金交付請求

書（第 10 号様式）に補助金の振込先口座の通帳の写し又はこれに準ず

るものを添付して、市長に提出するものとする。 



2 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交

付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 10 条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 申請日から起算して 5 年以内に本市から転出した場合 

(2) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた場合 

(3) その他市長が不適当と認める場合 

（返還） 

第 11 条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場

合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、次

の各号の掲げる事由に応じ、それぞれ当該各号に定める返還を求める

ものとする。 

(1) 補助金の申請日から 3 年未満に本市から転出した場合又は虚偽

の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けた場合 全額 

(2) 補助金の申請日から 3 年以上 5 年以内に本市から転出した場合 

半額 

(3) その他市長が不適当と認める場合 市長が指定する額 

2 市長は、前項の規定により返還を命ずるときは、桜井市結婚新生活支

援補助金交付決定取消通知兼返還命令書（第 11 号様式）により行うも

のとする。 

（その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

  



別表（第 4 条関係） 

項目 補助対象経費 補助対象外経費 

住

居

費 

取得 （1） 住宅の購入費 

（2） 新築工事費 

（1） 土地の購入費 

（2） 住宅ローン手数料 

リフォーム （1） 修繕工事費 

（2） 増築工事費 

（3） 改築工事費 

（4） 設備更新工事費 

（5） その他住宅の機能の

維持又は向上を図る

ために行う工事費 

（1） 倉庫及び車庫に係る

工事費 

（2） 門、フェンス、植栽等

の外構に係る工事費 

（3） エアコン、洗濯機等の

家電購入費又は設置

費 

賃借 （1） 賃料 

（2） 敷金 

（3） 礼金 

（4） 共益費 

（5） 仲介手数料 

（1） 駐車場代 

（2） 物件の清掃代 

（3） 更新手数料 

（4） 光熱水費 

（5） 設備購入費 

（6） 火災保険料及び家財

保険料 

引越費用 （1） 引越業者、運送業者そ

の他これらに類する

事業者を利用して行

った、引越しに伴う荷

物の運送に要した費

用 

（1） 自らが引越しを行う

ために使用する自動

車の賃借料、燃料代等 

（2） 引越しに協力した者

への報償等 

（3） 引越しに伴って発生

する不用品の処分費 

 

 

 

 

 



第 1 号様式（第 6 条関係） 

                           年  月  日 
（宛先）桜井市長 
                      住  所 
                 申請者  氏  名            
                      電話番号  
 

桜井市結婚新生活支援補助金交付申請書 

 
桜井市結婚新生活支援補助金について、桜井市結婚新生活支援補助金交付要

綱第 6 条の規定に基づき、次の関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

1 婚姻届提出日           年  月  日 

2 婚姻日における年齢 夫 歳 妻  歳 

3 住所を定めた年月日 夫 年  月  日 妻  年  月  日 

4 所得 夫   円 妻 円 合計 円 

 貸与型奨学金返済額 夫 円 妻 円 合計 円 

5 事業内訳 

住居費 
(取得) 

契約締結年月日  年   月   日 

契 約 金 額 円 

領収書記載額(Ａ) 円 

住居費 
（リフォーム） 

契約締結年月日  年   月   日 

契 約 金 額 円 

領収書記載額(Ｂ) 円 

住居費 
(賃借) 

契約締結年月日 年   月   日 

家     賃 円 

敷     金 円 

礼     金 円 

共  益  費 円 

仲 介 手 数 料 円 

小    計(Ｃ) 円 

住宅手当 住宅手当等受給額（Ｄ） 円 

引越費用 
引 越 年 月 日  年   月   日 

費    用(Ｅ) 円 

合計 
(Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ+Ｅ) 円 

6 交付申請額（1,000 円未満の端数切捨て） 
※夫婦共に年齢が 29 歳以下 上限 60 万円 
※上記以外         上限 30 万円 

 
円 

 



第 2 号様式（第 6 条関係） 
   年  月  日  

（宛先）桜井市長 
 

申請者 住 所 
氏 名              

配偶者 氏 名              
 
 

誓 約 書 
 
 

 桜井市結婚新生活支援補助金の申請に当たり、私及び私の配偶者は、下記に掲
げる事項について記載内容のとおりであることを確認し、今後も遵守することを
誓約します。 
 
 

記 
 
 

(1) 桜井市における居住が転勤、就学等に伴う一時的な居住でないこと。 

(2) 新婚世帯の双方又は一方が奈良県外から定住を目的として新住宅に居住す

ることに伴い転入する者で、その転入の日から起算して過去 1 年以内に奈良

県内の住民基本台帳に記録されたことがないものであること。  

(3) 新婚世帯の双方が桜井市に 5 年を超えて居住する意思があること。  

(4) 新婚世帯の双方が日本国籍又は永住者若しくは特別永住者のいずれかの在

留資格を有していること。 

(5) 新婚世帯の双方が、住民税（申請日において桜井市又は転入前の市区町村に

より賦課されている市区町村民税を含む。）を滞納していないこと。 

(6) 新婚世帯の双方が生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定による保護

を受けている者でないこと。 

(7) 新婚世帯の双方が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3

年法律第 77 号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員でないこと。 

(8) 新婚世帯の双方が桜井市移住支援金交付要綱（令和元年 9 月桜井市告示第

166 号）及びこの要綱に基づく補助金の交付を受けたことがないこと。 

 

 

 

 



第 3 号様式（第 6 条関係） 

   年  月  日  

 

同 意 書 

 

（宛先）桜井市長 

 

桜井市結婚新生活支援補助金の交付に係る審査のため、私及び私の配偶者につ

いて下記の事項を公簿により確認することを同意します。 

 また、補助金交付後 5 年間の住民登録に関する事項について市長が調査するこ

とにつきましても同意します。 

記 

 

(1) 市税の納付状況に関する事項 

(2) 上記のほか、補助金の交付決定に係る審査に必要な事項 

 

申請者 住 所 

氏  名           

    

配偶者 氏 名   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 4 号様式（第 6 条関係） 

 

                            年  月  日 
 
（宛先）桜井市長 
                     給与等の支払者            
                         所在地            
                          名称            
                       代表者氏名            
                        電話番号            
 

住宅手当支給証明書 
 

 下記のとおり住宅手当支給状況を証明します。 
 

記 
 
1 対象者 
      

住 所 
 

氏 名 
 

 
2 住宅手当支給状況 
       

支給月 住宅手当 支給月 住宅手当 

月 月額     円 月 月額     円 

月 月額     円 月 月額     円 

月 月額     円 月 月額     円 

月 月額     円 月 月額     円 

月 月額     円 月 月額     円 

月 月額     円 月 月額     円 

 
注意事項 
1 住宅手当とは、住宅に関して事業主が従業員に対し支給又は負担をする全

ての手当等の月額です。 
2 証明が必要となる各月の住宅手当月額を記入してください。 

 

 

 

 



第 5 号様式（第 7 条関係） 

第     号  

年  月   日  

 

 

             様 

桜井市長         印 

 

桜井市結婚新生活支援補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった桜井市結婚新生活支援補助金について

は、下記のとおり決定しましたので、桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱第 7

条の規定に基づき、通知します。 

 

記 

 

1 交付決定額       金            円 

 

2 交付の条件 

補助金に関する報告及び立入調査について、桜井市から求められた場合に
は、それに応じなければならないこと（報告及び立入調査に応じない場合、
虚偽の内容を申請したものと推定し、備考に定める返還請求を行う場合があ
ります。）。 

 
（備考） 
  桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱第 11 条の規定に基づき、次に掲げる

場合には、補助金の全額又は一部の返還を請求します。 
(1) 補助金の申請日から 3 年未満に桜井市から転出した場合：全額 
(2) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けた場合：全額 
(3) 補助金の申請日から 3 年以上 5 年以内に桜井市から転出した場合：半額 
(4) その他市長が不適当と認める場合：市長が指定する額 

 

 

 

 



第 6 号様式（第 7 条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

 

             様 

桜井市長         印 

 

桜井市結婚新生活支援補助金不交付決定通知書 

 

  年  月  日付けで交付申請のあった桜井市結婚新生活支援補助金につ

いては、不交付と決定しましたので、桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱第 7

条の規定に基づき、通知します。 

 

 

不交付の理由 

  



第 7 号様式（第 8 条関係） 

  年  月  日  

（宛先）桜井市長 

申請者 住 所 

氏 名     

連絡先 

 

桜井市結婚新生活支援補助金交付（変更・中止）承認申請書 

 

   年  月  日付け 第 号で交付決定のあった桜井市結婚新生活支援補

助金について、申請内容を(変更・中止)したいので、桜井市結婚新生活支援補助

金交付要綱第 8 条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

1 変更内容 

  （変更前） 

 

 

  （変更後） 

 

 

2 （変更・中止）理由   

 

 

3 関係書類 

  （変更・中止）の内容を確認することができる書類 

  



第 8 号様式（第 8 条関係） 

第     号  

年  月  日  

             様 

桜井市長         印 

 

桜井市結婚新生活支援補助金（変更・中止）承認及び交付変更決定通知書 

 

   年  月  日付けで承認申請のあった桜井市結婚新生活支援補助金の変

更については、下記のとおり承認し、交付決定額を変更しましたので、桜井市結

婚新生活支援補助金交付要綱第 8 条の規定に基づき、通知します。 

 

記 

 

  1 変更後の交付決定額 

 

 2 変更内容 

    （変更前） 

 

 

    （変更後） 

  



第 9 号様式（第 8 条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

 

             様 

桜井市長         印 

 

桜井市結婚新生活支援補助金交付（変更・中止）不承認決定通知書 

 

   年  月  日付けで承認申請のあった桜井市結婚新生活支援補助金の変

更については、不承認となりましたので桜井市結婚新生活支援補助金交付要綱第

8 条の規定に基づき、通知します。 

 

 

不承認の理由 

  



第 10 号様式（第 9 条関係） 

   年  月  日  

（宛先）桜井市長 

 

請求者 住 所   
氏 名       ○印  
連絡先 

 

桜井市結婚新生活支援補助金交付請求書 

 

桜井市結婚新生活支援補助金の交付について、桜井市結婚新生活支援補助金交

付要綱第 9 条の規定に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

1 請求金額       金            円 

 

   2 振込先 

             

フリガナ  

口座名義人  

金融機関名  

支店名  

貯金種別 普通  ・  当座 

口座番号  

  ・ゆうちょ銀行 
（貯金通帳の見開き左上又はキャッシュカードに記載された記号・番号を記載してください。）  

※口座名義人と請求者は同一にしてください。（口座名義人と請求者が異な

る場合には、委任状が必要となります。） 

※振込先の口座情報が分かる通帳等の写しを添付してください。 

記号番号      －         

フリガナ  

口座名義人   



第 11 号様式（第 11 条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

桜井市長         印 

 

桜井市結婚新生活支援補助金交付決定取消通知兼返還命令書 

 

年  月  日付 第 号で交付決定した桜井市結婚新生活支援補助

金については、下記のとおり決定の全部又は一部を取消しましたので、桜井市結

婚新生活支援補助金交付要綱第 11 条第 2 項の規定に基づき、補助金の返還を命

じます。 

 

記 

 

1.交付決定取消しの区分 ：    全部  ・  一部   

2.取消し（返還）の事由 ：  

3.交 付 済 金 額  ：              円 

4.返 還 金 額    ：              円 

5.返 還 期 限    ：     年   月   日  

 


